
本調査においては、表 lに示すような委貝会および表 2に示すようなワーキン

ググループを設置し、検討をおこなった。

会合は、委員会 2回、 ワーキンググループ会合 3回、計 5回実施し、木澗究の

結果をとりまとめている。
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表 1 「運輸関係災害情報ネッ トワークのあり方に関する調査」

委員会委員名簿（敬称略）

氏名 所 属

委員長中村英夫 東京大学工学部土木工学科教授--------l――----------|――---------------------------------------------------
委 貝廣井脩 束京大学社会情報研究所教授

委 貝 I家田仁

委 員 I武井務
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東京大学工学部士木工学科 助教授

·- --------------·— -----------
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------------------------------
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表 2 「運輸関係災害情報ネットワークのあり方に関する調査」

ワーキンググループ委員名簿（敬称略）

氏名 所 屈

委貝長廣井脩 束京大学社会情報研究所教授
---------------------------------------------------------------------------
委 員家田仁 東京大学工学部土木工学科助教授

:̀:戸-I'.応三―□:1丑藝：両蛇心］五五五ロロロニロ
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---------------------------------------------------
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委 員 船戸裕司 （社）日本バス協会業務部長--------l ------------f ---＿＿ ＿ -------------------------_ _ --------------------
委 員塚本揆一 日本内航海連組合総連合会企画部長
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（橋本康男）
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く本調査における検討対象＞

本調査においては次のような範囲を対象として検討を進める。

①対象とする「災害」

首都圏において、運輸関係施設の被災と緊急輸送の実施が想定されるような大

規模地策が発生した湯合を想定して検討する。東京での大規模地痕時を検討して

おけば、他の地域、他の災害あるいは事故時等の対応も自ずと明らかになる。

②対象とする「期間」

地裳発生から 2~ 3日程度までの初動段階を対象とする。
ここでは、応急復旧や緊急輸送が本格化する前の段階を対象とするが、 これら

を行うために必要となる初動段階での情報収集活動は検討対象とする。

③対象とする「情報」

まず、地震発生情報の迅速な伝達を対象とする。

また、被害情報の迅速な収集と伝達、あるいは被害状況の迅速な推定も対象と

する。

この他、緊急輸送等に係る情報伝達、運行状況に係る情報伝達についても対象

とする。 ―

④対象とする「通信手段」

バックアップシステムを持った情報ネットワークの構築を検討する。 ここでは、

まず、既存のシステムの有効活用を図る。その上で、必要に応じ新たなツールの

導入、 ネットワークの構築を図る。

なお、地震被害を未然に防止するための情報システム、緊急輸送や代替輸送を

効果的に行うための情報システム（通常時の運行情報のデータベース化等）につ

いては、本検討における直接の検討対象とはしない。 またさらに、本検討対象と

するのは、情報ネットワークであり、例えば、初動時であっても救出活動等まで

は検討対象としない。

＞
 



＜災害初動時のシナリオ＞

前記のような前提を踏まえると、 大規模地痕等の災害初動時においては次表 3

に示すようなシナリオが考えられる。なお、表 3においては、対応時間（早いほ

ど良いが、対応上ある程度必要な時問を考慮した水準）を併せて示す。

このような流れを次の 7つの項目にとリまとめ、各章毎に検討を行うこととす

る。

①災害発生情報の伝達について

②運輸関係施設等被災者の救援について

③職貝等の参集及び安否確認について

④被害状況の把握について

⑤運行情報の提供について

⑥緊急輸送の要請及び支援について

¥1 
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ビニニ•; — 乙
はじめに

平成 7年 1月 l7日に発生した兵廊県南部地震は、わが国において関東大凜災

以来最大規模の人的・物的被害をもたらした巨大地震であることとあわせて、わ

が国の近代的大都市地域で起きたはじめての大規模地展であり、近代の大都市特

有のさまざまな被害を生じさせた。 すなわち、交通網、情報網がいったん被災し

た場合、 地域における通常の社会・経済活動の継続がまったく困難になるばかり

でなく、 災害対策活動の実施にあたっても、大きな制約となることが明白となっ

た。 さらに、 被災対策活動の実施にあたっても、 大きな制約となることが明白と

なった。 さらに、 わが国の幹線ルートあるいは拠点施設が被災した楊合、 その影

響が全国におよぶことも改めて認識させられた。一方、今回の地蔑発生が早朝で

あったことから、鉄道等交通攪OOにおける被災者が比較的少なくてすんだことは

不幸中の幸いであった。

このようなことを踏まえ、 交通インフラ、情報インフラ等について、施設の酎

震性の向上はもちろん、 ネットワークの多重化等により、 巨大地震発生時におけ

る被害の防止、機能の維持のための対策が進められつつある。 また、痕災発生時

の道路 交 通渋滞を未然に防ぐための交通規制対策の改善等ソフト面の対策も進め

られつ つ ある 。

本調査は、 このような対策の 一環として、特に、展災発生初動時において運輸

oo係各機関が必要とする情報の収集・伝達を迅速かつ的確に行うための情報ネッ

トワークのあり方について検討を行うものである。 この情報ネットワークのあり

方については、誤災発生時において運桔関係機関がどのような対策をすべきかと

いうことと表裏 一 体の関係となる。 このため、検討にあたっては、運輪関係機OO

が行うべき痕災対策を整理した上で、 当該対策を実施するために必要な情報ネッ

トワークを提案することとする。

最後に、本調査にご協力いただいた委貝会委員各位、 ヒアリング調査などにこ・

協力いただいた方々に感謝の意を表する次第である。

平成 7 年 9 月

財団法人

会長

運輸経済研究センター

中村四郎


